
 

 

 

 

2025年 7月 31日 

各 位 

株式会社北洋銀行 

 

社会福祉法人清光園様と 

「ポジティブインパクトファイナンス」の契約を締結しました 

   

北洋銀行（取締役頭取 津山 博恒）は、社会福祉法人清光園様（北海道夕張市、理事長：中條 俊博

様）と「ポジティブインパクトファイナンス」（以下、本ファイナンス）の契約を締結しました。 

本ファイナンスは、企業活動が環境・社会・経済にもたらすインパクトを包括的に分析・評価し、ネガティ

ブインパクトの緩和とポジティブインパクトの拡大について目標を設定し、その実現に向けた継続的な対話

や支援を重視することで SDGs 達成に貢献していく金融手法です。当行は、国連環境計画金融イニシア 

チブが提唱するポジティブインパクト金融原則に基づき、「ポジティブインパクトファイナンス評価書」を発行

し、株式会社格付投資情報センター様から第三者評価として「セカンドオピニオン」を取得しています。 

本件では、コア・インパクトを「介護サービスの充実による地域への貢献」と特定し、夕張市や栗山町など

地域の社会福祉サービスの充実に取り組むことで、持続可能な社会に向けたインパクト拡大を目指して 

いる点などを評価させていただいています。 

当行は、今後もほくようサステナブルファイナンス等を通じて環境・社会課題の解決を図るお客さまや  

プロジェクトを積極的に支援し、脱炭素社会の実現や SDGsの達成に貢献してまいります。 

※「ポジティブインパクトファイナンス評価書」および「セカンドオピニオン」は別紙をご参照ください。 
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【社会福祉法人清光園様の概要】                    
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以 上 

本社所在地 北海道夕張市南清水沢 1 丁目 55 番地 1 
代 表 者 中條 俊博 様 
設 立 1974年 11月 
業 種 社会福祉サービス業 

左から 

北洋銀行 夕張支店長  田矢 良平 

社会福祉法人清光園 常務理事 赤塚 成樹 様 

社会福祉法人清光園 理事長   中條 俊博 様 

社会福祉法人清光園 専務理事 高橋 一太 様 

北洋銀行 栗山支店長  片山 昌史 

 

北洋銀行 栗山支店  片山 昌史 支店長 

右：北洋銀行 

  夕張支店 田矢 良平 
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北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズは、社会福祉法人清光園（以下、「清光園」または「当

法人」）に対してポジティブインパクトファイナンス（以下、「PIF」）を実施するにあたって、当法人の事業活動が環

境・社会・経済に及ぼすインパクト（ポジティブインパクト/ネガティブインパクト）を分析・評価した。 

 この分析・評価は、国連環境計画金融イニシアチブ（UNEP FI）が提唱した PIF 原則および PIF 実施ガイド

（モデル・フレームワーク）、ESG 金融ハイレベル・パネルにおいてポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまと

めた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に則ったうえで、北洋銀行が独自に開発した評価体系に基づいてい

る。 
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1. 企業概要 

(1) 基本情報 

名  称 社会福祉法人 清光園 

所 在 地 
〒068-0536 

北海道夕張市南清水沢 1 丁目 55 番地 1 

代 表 者 理事長 中條 俊博 

設 立 日 1974 年 11 月 18 日 

純 資 産 915 百万円(2025 年 3 月期) 

売 上 高 734 百万円（2025 年 3 月期） 

従 業 員 153 名（2025 年 4 月現在） 

事 業 内 容 

 特別養護老人ホーム 

 短期入所生活介護 

 通所介護 

 認知症対応共同生活介護 

 居宅介護支援事業所 

 高齢者専用賃貸住宅 など 

運 営 施 設 

 特別養護老人ホーム 清光園 （定員 105 名） 

 清光園 短期入所事業所  （定員 5 名） 

 デイサービスセンター すずらん （定員 18 名） 

 グループホーム まどか （定員 18 名） 

 清光園 居宅介護支援事務所 

 シルバー共同住宅 陽光 （定員 18 名） 

 LienVillage なんそら 

沿  革 

1974 年 11 月 

1975 年 11 月 

 

1976 年 11 月

1978 年 2 月 

1979 年 4 月 

2000 年 4 月 

 

 

2003 年 4 月 

2005 円 4 月 

 

2006 年 4 月 

厚生省認可取得し、社会福祉法人清光園 設立 

特別養護老人ホーム清光園 開設 （50 床） 

※全道で 52 箇所・空知管内 6 箇所目の特別養護老人ホーム 

増床により定員 100 名となる 

短期保護事業（2 名）開始 

10 床を増床し定員 110 名となる 

介護保険法施行による介護老人福祉施設の指定を受ける 

清光園居宅介護支援事業所を開設 

短期入所生活介護事業を開始 

デイサービスセンターすずらんを開設 

グループホームまどかを開設（1 号棟オープン） 

居宅介護支援事業所を移転（グループホームまどか内） 

グループホームまどか 2 号棟オープン 
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2007 年 4 月 

2010 年 7 月 

2011 年 4 月 

2012 年 10 月 

2015 年 4 月 

2025 年 5 月 

特別養護老人ホーム清光園 全面改築 ユニット型特養に転換 

居宅介護支援事業所を移転（清水沢駅前） 

シルバー共同住宅陽光を開設 

居宅介護支援事業所を移転（デイサービスすずらん内） 

居宅介護支援事業所を移転（特別養護老人ホーム清光園内） 

Lien Village なんそらを開設 

 

(2) 経営理念 

清光園は、設立 50 周年にあたり、新たな経営理念「ひとをつなぐ、こころをつなぐ、みらいへつ

なぐ」を策定している。 

創業以来、当法人は「人間としての尊厳を維持し、心身が満たされ、毎日が充実した生活を送る

ため」に「生かされる支援ではなく、生きていくための支援」を経営理念に定めていた。 

近年は、全国的に少子高齢化と人口減少の影響から介護サービスの格差が顕在化しており、北海

道においても、在宅での介護が困難なケースや、受けられる介護サービス、サービスの質に偏りが

生じている。清光園が所在する夕張市周辺は、全国と比較して人口減少と高齢化が進行しており、

早急に対策を講じることが必要な状況にある。 

かかる状況を踏まえ、当法人はこれまでのノウハウと実績を地域に還元することを使命として、

従来の経営理念を発展させた新たな経営理念では、“ここから、これから、街と街、人と人をつなぐ”

をスローガンに、夕張市周辺の 1 市４町で構成される南空知地区において連携を図り、今後も地域

住民が安心して生活ができる介護サービスの提供と地域の活性化に挑戦していく。  

 

 

 経営理念  

ひとをつなぐ、こころをつなぐ、みらいへつなぐ 

 

職場宣言 

一、私は 福祉職員として誇りをもち 職場での役割を常に自覚し 知識と技術の向上に努めます 

一、私は 利用者を尊重し 一人ひとりのニーズにそったサービスに努めます 

一、私は 笑みとやさしさを常に絶やさず 明るい職場づくりに努めます 

一、私は 自己本位でなく 協調性をもって 適切なサービスに努めます 

一、私は 人と人とのつながりを大切にし 地域とともに 未来を育む福祉サービスに努めます 
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(3) 事業概要 

A. 事業内容 

 清光園は、夕張市において「特別養護老人ホーム清光園」や「グループホームまどか」などの 6 つ

の高齢者向け事業を運営している。清光園の強みは、施設・居住系サービスから在宅系サービスまで、

切れ目のない介護サービスを展開していることにある。社会福祉法人として、地域への貢献を最重要

課題と位置づけ、夕張市における「安定した介護サービスの提供」を支える役割を担っている。 

近年は、清光園を取り巻く外部環境は厳しく、夕張市の人口ならびに介護サービス受給者数の減少

から需要の縮小が続いている（図 1・2）。南空知医療圏における介護施設数は全国平均よりも少なく

（図 3）、また、現時点における北海道全体の介護職員数は、将来的に必要とされる職員数からは大

幅に不足している状況にある（図 4）。 

清光園は、夕張市のみならず南空知全体の将来を危惧しており、地域との連携による経営基盤の強

化を進めることで、安定した介護サービスの提供に取り組む方針にある。 

 

図 1夕張市総人口の推移              図 2介護サービス受給者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夕張市第 9期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画より 

 

  図３地域別介護施設数比較（75歳以上人口千人あたり）   図４北海道因おける介護職位数と将来必要数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

地域医療情報情報システム 及び 厚生労働省 HP第 9期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数についてより HKP作成 
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① 施設・居住系サービス 

◇特別養護老人ホーム 清光園 

夕張市唯一の特別養護老人ホーム。ショートステイと居宅介護支援事業所を併設する中核施設。

入居者の尊厳と意思の尊重を行動規範に、職員の介護技術の研鑽とサービスの質の向上に努めてい

る。特別養護老人ホームは原則要介護 3 以上が入所要件になるが、要介護 1～2 の特例入所に柔軟

に対応することで地域における高齢者福祉を支えている。また、地域交流においては、当施設が「ふ

れあいまつり」を主催し、住民とのふれあいの場を創出することで、共生の実現に結び付けている。 

 

◇認知症対応型共同生活介護 グループホームまどか 

入居者の笑顔を引き出し、スタッフ自身も笑顔で働ける環境をモットーに、入居者一人ひとりの

生活スタイルを尊重したサービスの提供を行っている。ゴミ拾いなどの日常の地域活動への参加を

促し、利用者が地域住民の一員として活き活きと生活できる機会を創出している。また、小中学校

への認知症サポーター講習を通じて、地域住民が認知症について理解を深める活動を行っている。 

 

◇シルバー共同住宅 陽光 

概ね 60 歳以上の自立した方を対象とした高齢者向け賃貸住宅。バリアフリー、オール電化仕様

の居室（全室個室）には、IH 付キッチン、大型収納クローゼット、収納付ベッド等のほか緊急通報

システムが整備され、快適で安心・安全に生活できる居住環境を提供している。 

「ひとり暮らしが不安」、「まだ介護施設には入りたくない」、「必要な時だけ手伝ってほしい」、「介

護が必要になった時にすぐに相談したい」などの高齢者のニーズに応えている。 
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【特別養護老人ホーム 清光園】 

  

▲外観 ▲食堂 

  

▲喫茶コーナー                ▲地域交流スペース 

 

【グループホームまどか】 

 

   

▲外観                    ▲食事スペース 
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 【シルバー共同住宅 陽光】 

▲廊下                    ▲食堂（デイサービス共用） 

【出所：清光園 提供資料】 

② 在宅系サービス 

◇デイサービスセンターすずらん 

利用者が住み慣れた自宅で生活を継続するために不可欠な拠点となっている。レクリエーション

や食事、入浴、機能訓練などの活動を通じて、身体機能を維持するほか、認知症の進行予防、高齢

者の孤立防止の役割を果たしている。 

 

◇清光園居宅介護支援事業所 

介護支援専門員が要介護・要支援状態にある高

齢者に対し、ケアプランの作成を通じて、適切な

介護保険サービスの紹介や調整、費用計算や請求

の代行を行っている。 

地域包括支援センターやサービス提供事業所

と密な情報共有と連携を図り、スピード感を持っ

て利用者に対応している。 

 

 

③ Lien Village なんそら 

2025 年 5 月、創立 50 周年を契機に新たな取り組みとして、デイサービス（定員 25 名）に地域

カフェを併設した複合施設「Lien Village なんそら」を栗山町に開設した。 

“Lien”はフランス語で「つながる、結びつく」、”Village”は英語で「集う場所」を意味し、南空知

（なんそら）地域の交流の場となることを願い命名されている。 

当施設は、新たな経営理念「ひとをつなぐ、こころをつなぐ、みらいへつなぐ」の実現に向けた

象徴的な施設であり、南空知１市４町の人と人とをつなぐ拠点となり、様々なイベントを通じて地

域社会に貢献することを目指している。 

  

 

 

 

 

 

 

▲デイサービスセンターすずらん 
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④ 【Lien Village なんそら】 

    

  

    

 

 

 

    

 

 

 

  

▲外観 

▲リラクゼーションルーム 

マッサージチェア・リクライニングソファ

を完備。 

▲シアタールーム 

ミニシアターを完備 

高画質・臨場感のある音響とともに鑑賞 

▲大浴場 

庭園を眺めながらリラックスできる空間 

▲トレーニングルーム 

健康促進・転倒防止・リフレッシュを目的

としたプログラムが充実 

 

▲地域カフェ 

 

 【出所：清光園 資料提供】 
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B. ビジネスモデル 

ビジネス俯瞰図とバリューチェーンは以下の通り。 

 

■ビジネス俯瞰図 

  

     

   ■バリューチェーン 

 

 

 

 

 

 

 

  【出所：清光園へのヒアリングにより HKP 作成】  

情報収集

入居案内

契約締結

受入準備

仕入

外注

サービス

提供

アフター

フォロー

全般管理  ： 総務、財務、法務 

人事管理   : 人事、労務 

その他   :  IT、研究、開発、企画 



ポジティブインパクトファイナンス評価書 

 

 

 

12/32 
 
 

 

(4) サステナビリティ経営方針と活動 

A. サステナビリティ経営方針 

 清光園は、「経営理念」に基づく企業活動を通じて、全てのステークホルダーと地域社会・環境の

持続的発展に貢献するとともに、中長期的な企業価値の向上と持続的経営の実現を図るべく「ここ

から、これから、街と街、人と人をつなぐ」をスローガンとした「サステナビリティ経営方針」を

策定した。サステナビリティ経営方針においては、重要課題として①「高度な技術と豊かな生活の

実現」②「介護を起点とした地域への貢献」③「環境保護に向けた取り組み」④「健全なガバナン

スの構築」を特定し、それに紐づく取り組み内容に目標・ＫＰＩを定め、サステナビリティ経営を

推進する。 
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 【出所：清光園 提供資料】  
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B. サステナビリティ活動 

（a） 環境面 

 ICT によるペーパーレス化 

清光園では、介護記録業務に PC 及びタブレットを導入している。これにより、ペーパーレ

ス化を進めつつ、スタッフ間や医療機関との連携をスムーズにし、チームケアの質を向上にも

つなげている。今後はさらに PC やタブレットを用いた会議の実施により会議配布資料のペー

パーレス化なども実施し、紙使用量の削減を推進する。 

 

 消費電力の抑制 

清光園では、施設照明の全面 LED 化や、空調設備の設定温度最適化、省エネ機器の導入に

より電気使用量の抑制を図っている。今後は照明器具に人感センサーを導入することにより、

更なる電気使用量の削減に取り組む方針である。 

 

 廃棄物（使用済み紙おむつ）の削減 

清光園では、排泄介助の充実により使用済み紙おむつの削減に取り組んでいる。入所者の生

活実態を記録する 24H シートに基づき、個別の排泄パターンに合わせたケアプランを立案、

トイレ誘導の適切なタイミングや声掛けを行い、入所者の自立をサポートすることでおむつ交

換回数の減少に取り組んでいる。 

 

（b） 社会面 

 ワークライフバランスの充実 

清光園は、業務効率化や休暇取得意識の醸成により、ワークバランスの充実に取り組んで

いる。2025 年 3 月期における職員 1 人あたりの 1 か月の平均残業時間は 2.3 時間と良好な

水準にある。また、2019 年から副業・兼業を認めており、職員の自己実現・スキルアップの

機会を創出している。職員のライフスタイルに合わせた配属や勤務時間の調整も検討中にあ

る。 

 

 福利厚生の充実 

清光園では、資格取得支援制度、生活資金貸付制度、健康管理制度、給食費助成制度などに

よる職員の福利厚生を拡充している。今後は、人事評価制度改正に伴う処遇の改善や、特別休

暇制度の導入などにより、更なる充実を図る方針である。 

 

 健康経営に向けた取り組み 

清光園では、職員が心身ともに健康な状態を維持することを優先事項と定め、身体面に対し

ては、腰痛予防研修の開催、運動機会増進に向けた取り組みを実施し、心理面に対しては、ス

トレスチェックの実施や、メンタルヘルス研修を実施している。今後、上記の取り組みを更に

加速させることで、健康経営優良法人の認定を目指す方針である。 

 

 女性の活躍推進、ダイバーシティへの取り組み 

清光園では、適切な人事評価により女性職員の活躍を推進している。2025 年 4 月時点

で、課長職は 2 名中 1 名、係長職は 6 名中 3 名、主任職は 7 名中 2 名、リーダー職は 15 名

中 8 名と主任職を除く役割職における女性職員の割合が約 5 割を占めている。直近 5 年間の

産休・育休の取得率および出産後の職場復帰は 100%となっており、女性が働きやすい
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職場環境を整えている。 

また、高齢者、障がい者の積極的な雇用を実践している。2025 年 3 月に夕張市ではシル

バー人材センターが解散しており、その際に４名のシルバースタッフの受け入れを実施し

た。障がい者雇用では、北海道の医療福祉分野の実雇用率 約 3%を上回る、８％程度と

なる障がい者雇用を継続している。今後の課題として、外国人材の採用検討を開始して

おり、ダイバーシティの取り組みを強化する方針にある。 

 

 業務効率化と業務負担軽減  

 清光園では、業務効率化に向けた取り組みの一環として、リフト浴を導入している。従来の

介助浴に比べ、職員の身体的負担の大幅削減、人員の省力化を実現しているほか、入浴時間短

縮や転倒リスク低減等により、利用者の安全性の確保と満足度向上にも貢献している。また、

眠り SCAN 装置、排泄予測支援機器などの導入により業務効率化と業務負担の軽減を行って

いる。 

 

 地域貢献活動と情報発信 

 清光園では、利用者家族や地域住民との交流を活性化させるため、SNS 運営やホームページ

などのソーシャルメディアを活用した情報発信を強化している。利用者の日常や各種イベント

の情報を多くの人に届け、利用者家族の安心感の醸成や地域交流のきっかけとしている。口コ

ミだけでは届かない情報や施設の雰囲気を多くの人に届け、地元地域における施設への理解を

深めることにつなげている。 

 

 “走る食卓支援プロジェクト“キッチンカーの導入 

清光園では、「Lien Village なんそら」の開業に伴い、キッチンカーを利用したイベントの

開催を予定している。このイベントでは、地域コミュニティの醸成を促進するほか、夕張市の

名産品を中心とした飲食品の提供を行うことで、地元夕張の魅力を発信し、地域経済の活性化

に貢献していく。イベント開催以外にも、災害時にはキッチンカーを活用した炊き出しを行う

予定であり、これらの取り組みにより、地域住民の「食」を支える重要な役割を果たしてい

く方針である。 

 

（c） 経済面/ガバナンス面 

 利用者に寄り沿ったサービスの提供 

清光園では、入居者一人ひとりの特性や生活リズムを尊重したケアプランの提案、利用者家

族が参加できるよう、サービス担当者会議を夕方以降にすることや、LINE による利用者家族

とのスピード感のある情報共有を進めることで、より個別性の高いケアの提供を実現し、当施

設に対する安心感や満足度を向上させている。 

給配食業務は、高齢者の低栄養予防・健康維持の観点から内製化している。献立検討や食材

の仕入れ・調理に至るまで、利用者の嗜好に合わせた食事の提供に努めることで、利用者の満

足度を向上させている。今後は、利用者の食欲の増進とレクリエーションの観点から、利用者

とともに調理する企画を検討している。また、適切な食料在庫の管理を行うことで、フードロ

スの削減につなげていく方針にある。 

 

 介護スキルの向上によるサービスの質の向上 

清光園では、従業員の育成に注力し、高水準のサービスの提供と利用者の満足度の向上に努
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めている。感染予防対策や口腔ケア、看取りに関する研修、事故・苦情事例検討会等の内部研

修に加え、高齢者虐待防止や認知症に関する外部研修への積極的な参加を促している。これら

の研修により、最新の介護技術・制度に関する情報を収集する等の機会を創出することで、介

護スキルの向上を図っている。 

また、特別養護老人ホーム清光園は、「ユニットリーダー実地研修施設」として指定されて

いる。研修生の受け入れにより、介護人材育成の役割を果たすとともに、自施設におけるサー

ビス・介護スキルを客観的に見つめ直すことで、日々の業務の改善につなげている。 

2025 年度以降も、ユニットリーダー実地研修施設の要件充足と、毎年 2 回以上の人材教育・

スキルアップ研修を実施することで、更なるサービスの質向上を図る方針である。 

 

 事業継続計画（BCP）に対する実践訓練と計画の見直し 

 清光園では事業継続計画を策定している。利用者の安全を最優先に考え、緊急事態発生

時でも、継続的なサービス提供を可能とする体制を構築している。今後は、定期的な実践

訓練の実施と計画の見直しに加え、キッチンカーを活用した炊き出し訓練を年 1 回実施し

ていく方針である。 
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2. インパクトの特定 

（1） バリューチェーン分析 

インパクトの特定のためバリューチェーン分析を行った。具体的な手法として、バリューチェーン

(主活動・支援活動)における環境、社会、経済の側面から与える影響について、当法人のサステナビリ

ティ活動を切口に分析を行った。 

 

 バリューチェーンと ESG 要素 

活動 環境、社会、経済に与える活動 

主
活
動 

  

 

情報収集 

入居案内 

契約締結 

受入準備 

【経済】 

 利用者のニーズに応じたケアプランの策定 

 利用者と家族へのわかりやすい説明の徹底 

【経済/社会】 

 他事業所との情報連携による信頼の構築 

 

仕入 

外注 

【経済】 

 仕入先・外注先との情報連携 

【社会】 

 市内農協との連携による豊富な食材の確保 

【環境】 

 食材の適切な在庫管理 

 

サービス 

提供 

【経済/社会】 

 質の高い介護サービスによる利用者のＱＯＬ向上 

 利用者の自立支援を促す取り組み 

【社会】 

 認知症サポーター研修の実施 

 バイタルケアの実施 

 内部外部研修による福祉スキルの向上 

【環境】 

 排泄用品削減に向けた取り組み 

 

アフター 

フォロー 

【社会/経済】 

 利用者の介護必要度に合わせたサービス内容の改定 

 利用者家族に対するサービス内容改定の正確な説明 

 エンゼルケアの実施 

 スムーズな入退所支援 

【社会】 

 地域からの認知度の向上 

 入居者及び職員との活発なコミュニケーション 
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支
援
活
動 

全般管理 

人事管理 

労務管理 

企画開発 

【経済】 

 安全衛生委員会の実施 

 定期的な経営理念浸透に向けた勉強会の実施 

 プライバシーポリシーの制定 

 処遇改善加算の公表 

 認知度向上のための SNS による発信 

【社会】 

 資格取得の推奨制度 

 地元人材の積極採用 

 女性の積極的な登用 

 市内への転居支援制度 

 介護、育児休暇の取得推進 

 健康相談、メンタルヘルスの環境充実化 

 人事評価制度の改定 

【社会/経済】 

 ICT 導入による業務効率化 

 定期的な避難訓練の実施 

【環境】 

 ペーパーレス化の推進 

 テレワーク、時差出勤、WEB 会議の実施 

 LED 化等による省エネルギーへの取り組み 

 フードロス削減への取り組み 

【出所：清光園へのヒアリングにより HKP 作成】 
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（2） インパクトレーダーによるマッピング 

バリューチェーン分析に基づき特定したインパクトを整理することに加え、UNEP FI が提供するイ

ンパクトレーダーによるマッピングを行う。 

バリューチェーンにおける事業を国際標準産業分類にて、当法人の事業および川上の事業を以下の

通り特定した。なお、川下の事業は対象が個人であることから本分類による特定はしていない。 

 

 当法人の事業 

 居住介護施設（業種コード：8710)  

 高齢者・障害者用居住ケアサービス業（業種コード：8730） 

 宿泊施設のない高齢者・障害者向け社会事業（業種コード：8810） 

 

 川上の事業 

 宿泊施設のない高齢者・障害者向け社会事業（業種コード：8810） 

 病院事業（業種コード：8610） 

 食料品・飲料及びたばこ卸売業（業種コード：4630） 

 建物一般清掃業（業種コード：8121） 

 繊維及び毛皮製品洗濯・（ドライ）クリーニング業（業種コード：9601） 

 

マッピング手法は、UNEP FI のインパクトレーダーによるポジティブインパクト(PI)及びネガティ

ブインパクト(NI)とバリューチェーン分析の結果により整理していく。 

A. 当法人の事業 

 従業員の健康診断に加え、メンタルヘルスも実施し従業員が健やかに勤務出来る環境を整備して

いることや、安全衛生委員会による利用者の安全対策の強化及び定期的な避難訓練の実施を行う

ことで、従業員の健康維持や、利用者の安全を強化することにつながることから、「健康および安

全性」の PI 増大と NI 低減を特定した。 

 スピード感のある入居の案内や、特別養護老人ホームの運営自体が、高齢者の住居や生活環境を

サポートし、安全で快適な居住環境の提供も行っているため、「住居」の PI 増大を特定した。 

 バイタルチェックによる利用者の日々の健康管理、感染症指針に基づく感染対策の実施、ショー

トステイの居室の環境整備の徹底などから、「健康と衛生」の PI 増大と NI 低減を特定した。 

 介護サービスの質の向上に資する研修の実施や、新人事評価制度に伴う給与体系の見直しなどに

よる処遇改善の取り組みから、「雇用」「賃金」の PI 増大と NI 低減を特定した。 

 育児休暇制度の整備や、ストレスチェックやメンタルヘルスなどの健康増進の取り組みから、「社

会的保護」の NI 低減を特定した。 

 男女差別のない人材登用を実施していることや、産休や育休の取得率の改善により女性の定着率

向上につながっていることから「ジェンダー平等」の NI 低減を特定した。 

 2025 年３月にシルバー人材センター解散に伴い、高齢者の雇用を守るために直接雇用を実施し

たことや、職員の８％が障がい者の雇用を実践していることから、「社会的弱者」の NI 低減を特

定した。 

 今後ペーパーレス化と共に、氷蓄熱システム・ヒートポンプシステムなどの省エネルギー設備

等の導入により省エネルギー化を推進する予定であることからツールでは指摘されていないも

のの「資源強度」の NI 低減を特定した。 

 排泄用品の削減に向けた取り組みや食材の適切な在庫管理によるフードロス削減への取り

組みから「廃棄物」の NI 低減を特定した。  
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B. 川上の事業 

川上の事業におけるインパクトについては、当法人の事業が与える影響が僅少であり、特定して

いない。 

C. 川下の事業 

川下の事業として、当法人の事業から直接的な影響を受ける対象は、一般個人となることから分

析を省略する。 

 

＜当法人の事業が与えるインパクトのマッピング(UNEP FI インパクトレーダー)＞ 

下図によりマッピング内容を可視化した。インパクトカテゴリのうち、黄色塗りされた箇所はバリュ

ーチェーン分析により特定されたカテゴリである。また、各事業において想定される PI 及び NI をイ

ンパクトレーダーから抽出している。 
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（3） インパクトニーズの確認 

A. インパクトカテゴリと SDGs(およびサステナビリティ方針)の関連性 

下図によりインパクトカテゴリと SDGs の関連性を以下の通り可視化した。バリューチェーン分

析(サプライチェーン及び管理部門)とインパクトレーダーによるマッピングを通じ、取り組み内容を

網羅的に整理している。 
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（a） サプライチェーンでのマッピング 

 

（b） 管理部門でのマッピング 

 

（c） 経営方針における重要課題 

I. 高度な技術と豊かな生活の実現 

II. 介護を起点とした地域への貢献 

III. 環境保護に向けた取り組み 

IV. 健全なガバナンスの構築 
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（d） 清光園のインパクト 

以下ロジックモデルを基に、清光園のインパクトを整理する。ここで言及するインパクトと

は、環境/社会/経済に与える変化もしくはアウトカムそのものと定義する。なお、特定されたイ

ンパクトは重要課題と整合している。 

 また、インパクトのうち、事業別の売上構成、ビジネスモデル及びインパクトレーダーによる

マッピング結果から、より重要なものとしてコア・インパクトを特定する。 

 

＜ロジックモデルによる整理＞ 

 

・インプットの内容(六つの資本)の概要 

① 財務資本：安定したキャッシュフロー創出による経営資源への分配  

② 製造資本：介護施設・管理設備・機器 

③ 知的資本：介護技術、施設運営のノウハウ、ガバナンス体制 

④ 人的資本：高度な介護技術を持つ有資格者、スタッフの能力向上研修プログラム 

⑤ 社会/関係資本：医療施設とのパートナーシップ、地域農協、地域住民とのふれあい 

⑥ 自然資本：自然を感じることのできる居住環境 

・アクティビティ 

① 質の高いサービスの提供 

② サービススキル向上のための研修 

③ ICT 化による業務効率化への取り組み 

④ 新人事制評価制度による給与体系の見直し 

⑤ ペーパーレス化への取り組み 

・アウトプット 

① 入居者の QOL の向上 

② 残業時間の削減、有給休暇取得率向上 

③ 連携先の増加 

④ 紙使用量の削減、省エネルギー化 

・アウトカム 

① 運営施設の安定稼働 

② 従業員のスキルアップ、モチベーションの向上 

③ 地元の雇用の増強、地域経済活性化への貢献 

④ 廃棄物及び CO2 排出量の削減 
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・インパクト 

① 介護サービスの充実による地域への貢献 

② エンゲージメント向上による介護人材の確保 

③ 環境負荷の低減・資源保護への取り組み 

 

＜インパクトの整理＞ 

 介護サービスの充実による地域への貢献：コア・インパクト 

清光園は、業務の質の向上、サービス提供エリアの拡大、事業継続体制の整備により、介

護サービスの充実を進めていく方針である。 

業務の質の向上は、事業所間の迅速な情報共有による利用者に寄り沿ったサービスの提供、

内部・外部研修による従業員の介護スキルの研鑽を進めるとともに、「ふれ愛まつり」等の主

催イベントを通じた積極的な地域交流により実現を図る。 

サービス提供エリアの拡大は、2025 年 5 月に栗山町に開設したデイサービスと地域カフ

ェを拠点に南空知地区で必要とされる存在となるべく事業活動を行う予定。 

事業継続体制の整備は、定期的な BCP 訓練の実施と計画の更新を行い、持続可能となる体

制の構築に努めている。 

また、今後は介護福祉士教育機関からの実習生の受入を実施予定にあり、介護人材の担い

手不足解消につながる取り組みを行う方針にある。 

これらの取り組みが、「高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、最期まで尊厳をもって自分

らしい生活を送ることができる社会の実現」に寄与することから、コア・インパクトに特定

する。 

 

 エンゲージメント向上による介護人材の確保 

 社会課題である介護人材の確保については、人材の育成に加え、離職率を抑えることも効

果的であり、エンゲージメントの向上が有効な打ち手となっている。清光園では、業務効率

化による残業時間の削減、可視化と管理体制の強化による有給休暇の取得率の改善に加え、

考課規程の理解浸透や柔軟な配置転換などを実施していく予定であり、更なるエンゲージメ

ントの向上を図り、離職率の低下につなげる方針である。エンゲージメント向上による離職

率の低下は、介護の担い手不足の解決につながる取り組みでありインパクトに特定する。 

 

 環境負荷の低減・資源保護への取り組み 

清光園では、PC やタブレット入力による介護記録のペーパーレス化の取り組みや、施設

内の照明は全て LED 化し、環境負荷低減へつなげている。介護事業は、労働集約型の産業

構造でもあり、環境への大きな貢献は難しいとは理解しつつも、法人全体で真摯に取り組む

方針である。 

今後も、会議資料の削減による更なるペーパーレス化の取り組みや、廃棄物の削減、フー

ドロスへの取り組みを進めていくことに加え、ヒートポンプなどの省エネルギー設備の導入

についても実施していく方針にある。これらは環境負荷低減につながる取り組みでありイン

パクトとして特定する。 

  



ポジティブインパクトファイナンス評価書 

 

 

 

25/32 
 
 

B. 日本におけるインパクトニーズ 

下図は、「SDGs インデックス＆ダッシュボード 2025」を参照したものであり、SDGs の 17 の目標

別に日本の達成度を表している。「緑は目標達成」、「黄は課題が残っている」、「橙は重要な課題が残っ

ている」、「赤は主要な課題が残っている」としている。 

清光園のインパクトに対する SDGs のゴールは「3,7,8,11,12」であり、日本のインパクトニーズ

に概ね整合していると判断できる。とりわけ「12」は主要な課題が残っているもの、「7,11」は重要

な課題が残っているもの、「8」は課題が残っているものであり、特定されたインパクトは有意義であ

る。 

 

【出展：SDSN より】 
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C. 北海道におけるインパクトニーズ 

清光園の主な事業エリアである北海道は、「北海道 SDGs 未来都市計画」を策定しており、SDGs

のゴールとそれに紐づく KPI を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北海道「北海道 SDGs 未来都市計画(2025～2027)」】 
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北海道 SDGs 未来都市計画において、「2030 年のあるべき姿」の実現に向けた、特に優先的に取り

組むべき課題が共有されている。加えて北海道総合政策部計画局推進課による「北海道 SDGs 推進ビ

ジョン」においても北海道の課題が整理されている。今回特定したインパクトに対する SDGs のゴー

ルは、これらとも概ね整合しており、北海道においても重要度が高いものと判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北海道「北海道 SDGs 未来都市計画(2021～2024)」】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

【出典：北海道総合政策部計画局推進課「北海道 SDGs 推進ビジョン」】 
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（4） 北洋銀行グループが認識する社会課題との整合性 

北洋銀行グループは、「お客さま本位を徹底し、多様な課題の解決に取り組み、北海道の明日をきり

ひらく」という経営理念と行動規範に基づく企業活動を通じて、全てのステークホルダーと地域社会・

環境の持続的発展に貢献するとともに、当行グループの中長期的な企業価値の向上と持続的経営の実

現に努めることをサステナビリティ方針として掲げている。 

本評価書で特定した清光園のインパクトは、北洋銀行のサステナビリティ方針と全体的に整合的で

ある。とりわけ、ESG 取り組み方針の「１．環境方針」「２．社会貢献方針」、SDGs に係る重点テー

マの「１．お客様との共通価値の創造」「２．環境保全」「３．医療福祉」「５．ダイバーシティ」及び

環境・社会に配慮した投融資方針の「１．環境・社会にポジティブな影響を与えると考えられる事業

に対する取り組み方針」に整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北洋銀行 提供】 
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3. インパクトの評価 

特定されたインパクトに対し、インパクトの種類(PI(ポジティブインパクト)の創出可能性、NI(ネ

ガティブインパクト)の低減・管理)、インパクトカテゴリ、関連する SDGs、内容・対応方針及び目標

と KPI を整理する。 

 

① 介護サービスの充実による地域への貢献：コア・インパクト 

イ ン パ ク ト の 種 類 
社会面において PI を増大 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 
PI：住居、健康と衛生 

関 連 す る S D G s  
 

取 り 組 み 内 容 

① 地域での知名度向上の取り組みや地域のニーズ調査の実施等を通じた

特別養護老人ホーム清光園の運営強化 

② 栗山町におけるデイサービスセンター開設によるサービス地域の拡大 

③ BCP 計画の実践訓練実施と計画の見直し 

④ 介護実習生の受入れによる介護人材の育成 

目 標 ・ K P I 

① 特別養護老人ホーム 清光園の毎年の稼働率を 96％以上とする 

（2024 年実績 94％） 

② 2026 年 4 月以降、栗山町のデイサービスセンターにおける延べ利用者

数を毎年 1 日平均 20 名以上とする 

（2024 年実績 0 名） 

（目標達成時には、以降の目標を改めて設定する） 

③ 特別養護老人ホーム 清光園において毎年 1 回以上の BCP の実践訓練を

行い、計画の見直しを行う 

④ 特別養護老人ホーム 清光園おいて毎年延べ 2 名以上の介護実習生の受

入れを行う 

（2024 年実績 0 名） 
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② エンゲージメントの向上による介護人材の確保 

イ ン パ ク ト の 種 類 
社会面において PI を増大 

社会面において NI を低減 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 

PI：雇用 

NI：健康および安全性 

関 連 す る S D G s  
 

  

取 り 組 み 内 容 

① ICT 導入を通じた業務効率化による残業時間の削減 

② 取得状況の可視化と管理の強化よる有給休暇取得率向上 

③ 上記労働環境の改善による定着率の向上を通じた介護人材の確保 

目 標 ・ K P I 

① 2030 年まで職員一人あたり残業時間を毎年前期比 10％削減する 

（2024 年実績 1 か月の平均残業時間 2.3 時間）（以降の目標は改めて

設定する） 

② 2028 年末までに有給休暇の取得率を 70％にする 

（2024 年実績 60％）（以降の目標は改めて設定する） 

③ 2025 年以降毎年の離職率を 5％以内とする。 

（直近 5 年間の平均 6.7%） 

③ 環境負荷の低減・資源保護への取り組み 

イ ン パ ク ト の 種 類 環境面において NI を低減 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 
NI：廃棄物、資源強度 

関 連 す る S D G s  
 

取 り 組 み 内 容 

① ICT 導入等を通じたペーパーレス化の推進 

② 人感センサー型照明器具の導入等による省エネルギー化への取り組み 

③ 省エネルギー設備の導入 

目 標 ・ K P I 

① コピー用紙の購入量を 2030 年までに 100,000 枚に削減する 

（2024 年比約 60％：2024 年実績 166,000 枚）（以降の目標は改めて

設定する） 

② 電気量の年間使用量を 2029 年までに 360,000kwh まで削減する 

（2024 年比 96％：2024 年実績 374,870kwh）（以降の目標は改めて

設定する） 

③ 特別養護老人ホーム 清光園において 2028 年までに省エネルギー設備

を導入する 

（例：氷蓄熱システム・ヒートポンプシステムなど） 
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4. インパクトのモニタリング 

清光園は、理事長を最高責任者として主要事業の棚卸を行い、インパクトの特定、取り組み内容・

対応方針や目標・KPI を設定した。 

本件で設定した目標・KPI の進捗状況については、清光園と北洋銀行及び株式会社北海道共創パート

ナーズが少なくとも年に 1 回は定期的に情報共有を行い、北洋銀行がその達成状況や課題をモニタリ

ングするとともに、必要に応じて課題解決に向けた提案を行う。 

 

 

5. 情報開示 

モニタリング関連の情報開示は、北洋銀行および株式会社北海道共創パートナーズが定める 「コミュニ

ケーションサポートシート」もしくはその内容に準拠するものを活用し、北洋銀行または株式会社北

海道共創パートナーズのホームページにて行うこととする。 
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留意事項 

１． 本評価書の内容は、北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズが現時点で入手可能な公開情報

に加え、清光園から提供された情報や当法人への事業に関するヒアリングを通じて収集した情報に基づいて、

現時点での状況を評価したものであり、将来における実現可能性、ポジティブ要素の成果及びネガティブ要素

の抑制等を保証するものではありません。 

２． 本評価を作成するために活用した情報は、北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズがその裁量に

より信頼できると判断したものではあるものの、これらの情報の正確性等について独自に検証しているわけではあ

りません。北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズは、これらの情報の正確性、適時性、網羅性、

完全性及び特定目的への適合性その他一切の事項について、明示・黙示を問わず、何ら表明または保証する

ものではありません。 

３． 本評価書に関する一切の権利は北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズに帰属します。評価書

の全部または一部を自己使用の目的を超えての使用（複製、改変、翻案等を含む）は禁止されています。 
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北洋銀⾏ ポジティブインパクトファイナンス 2025 年 7 ⽉ 31 ⽇ 

 

社会福祉法⼈清光園 サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト︓左近充 直⼈ 
 

格付投資情報センター（R&I）は北洋銀行が清光園に対して実施するポジティブインパクトファイナンスについて
国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が制定したポジティブインパクト金融原則（PIF 原則）に適合している
ことを確認した。 

R&I は別途、北洋銀行のポジティブインパクトファイナンス実施体制が PIF 原則に適合していることを確認してい
る1。今回のファイナンスに関して北洋銀行および北海道共創パートナーズの調査資料の閲覧と担当者への質問
を実施し、実施体制の業務プロセスが PIF 原則に準拠して適用されていることを確認した。 

北洋銀行が実施するインパクトファイナンスの概要は以下のとおり。 
 

(1) 対象先 

社名 社会福祉法人清光園 

所在地 北海道夕張市 

設立 1974 年 11 月 

純資産 915 百万円(2025 年 3 月期) 

事業内容 ・特別養護老人ホーム 

・短期入所生活介護 

・通所介護 

・認知症対応共同生活介護 

・居宅介護支援事業所 

・高齢者専用賃貸住宅 など 

売上高 734 百万円（2025 年 3 月期） 

社員数 153 名（2025 年 4 月時点） 

 

(2) インパクトの特定 

北洋銀行および北海道共創パートナーズは対象先の事業内容や活動地域等についてヒアリングを行い、バリ
ューチェーンの各段階において発現するインパクトを分析し、特定したインパクトカテゴリを SDGs に対応させてイ
ンパクトニーズを確認した。また、当社の事業活動が影響を与える地域におけるインパクトニーズとの整合性につ
いて、持続可能な開発ソリューションネットワーク（SDSN）が提供する SDG ダッシュボードなどを参照し確認した。 

 

(3) インパクトの評価 

北洋銀行および北海道共創パートナーズは特定したインパクトの実現を測定できるようインパクトの内容を整
理して KPI を設定した。ポジティブインパクトは SDGs 達成に寄与する取り組みとして追加性があると判断した。ま
た、北洋銀行が掲げる重点課題（マテリアリティ）と方向性が一致することを確認した。 

                              
12022 年 9 月 28 日付セカンドオピニオン「北洋銀行 ポジティブインパクトファイナンス実施体制」 

https://www.r-i.co.jp/news_release_suf/2022/09/news_release_suf_20220928_jpn_3.pdf  
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① 介護サービスの充実による地域への貢献 

インパクトの種類 社会的側面においてポジティブインパクトを増大 

インパクトエリア 「住居」「健康と衛生」 

関連する SDGs  
 
 

内容・対応方針 ① 地域での知名度向上の取り組みや地域のニーズ調査の実施等を通じた特別養

護老人ホーム 清光園の運営強化 

② 栗山町におけるデイサービスセンター開設によるサービス地域の拡大 

③ BCP 計画の実践訓練実施と計画の見直し 

④ 介護実習生の受入れによる介護人材の育成 

目標と KPI ① 特別養護老人ホーム 清光園の毎年の稼働率を 96%以上とする 

（2024 年実績 94%） 

② 2026 年 4 月以降、栗山町のデイサービスセンターにおける延べ利用者数を毎年

1 日平均 20 名以上とする（2024 年実績 0 名） 

（目標達成時には、以降の目標を改めて設定する） 

③ 特別養護老人ホーム 清光園において毎年 1 回以上の BCP の実践訓練を行

い、計画の見直しを行う 

④ 特別養護老人ホーム 清光園において毎年延べ 2 名以上の介護実習生の受入

れを行う 

（2024 年実績 0 名） 

 

② エンゲージメントの向上による介護人材の確保   

インパクトの種類 社会的側面においてポジティブインパクトを増大 

社会的側面においてネガティブインパクトを低減 

インパクトエリア 「生計（雇用）」「健康および安全性」 

関連する SDGs  
 
 

内容・対応方針 ① ICT 導入等を通じた業務効率化による残業時間の削減 

② 取得状況の可視化と管理の強化による有給休暇取得率向上 

③ 上記労働環境の改善による定着率の向上を通じた介護人材の確保 

目標と KPI 

① 2030 年まで職員一人あたり残業時間を毎年前期比 10%削減する 

（2024 年実績 1 か月の平均残業時間 2.3 時間） 

（以降の目標は改めて設定する） 

② 2028 年末までに有給休暇の取得率を 70%にする 

（2024 年実績 60%）（以降の目標は改めて設定する） 

③ 2025 年以降毎年の離職率を 5%以内とする 

（直近 5 年間の平均 6.7%） 
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③ 環境負荷の低減・資源保護への取り組み 

インパクトの種類 環境的側面においてネガティブインパクトを低減 

インパクトエリア 「サーキュラリティ(資源強度、廃棄物)」 

関連する SDGs  
 
 

内容・対応方針 ① ICT 導入等を通じたペーパーレス化の推進 

② 人感センサー型照明器具の導入等による省エネルギー化への取り組み 

③ 省エネルギー設備の導入 

目標と KPI 

① コピー用紙の購入量を 2030 年までに 100,000 枚に削減する 

（2024 年比約 60%：2024 年実績 166,000 枚） 

（以降の目標は改めて設定する） 

② 電気量の年間使用量を 2029 年までに 360,000kwh まで削減する 

（2024 年比 96%：2024 年実績 374,870kwh） 

（以降の目標は改めて設定する） 

③ 特別養護老人ホーム 清光園において 2028 年までに省エネルギー設備を導入

する 

（例：氷蓄熱システム・ヒートポンプシステムなど） 

 

(4) モニタリング 

北洋銀行は対象先の担当者との会合を少なくとも年に 1 回実施し、本 PIF で設定した KPI の進捗状況につい
て共有する。日々の営業活動を通じた情報交換も行い対象先のインパクト実現に向けた支援を実施する。 

 

以 上 
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